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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 綾瀬・北綾瀬エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

市街地整備室 まちづくり課 

内   容

１ 綾瀬ゾーン 

（１）綾瀬駅前開発予定地（綾瀬三丁目４番先）に関する要望について 

平成３１年３月２９日付、綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会よ

り開発予定地に関する要望書を受理した。区は地域の要望を伝えるた

めに、平成３１年４月１２日付、住友不動産へ要望書を提出した。 

ア 綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会の要望書内容（別紙１） 

（ア）仮囲いを撤去すること及び撤去後の暫定利用も考慮すること。 

（イ）事業計画の見通しを早急に示すこと及び低層階へ商業店舗など

賑わい施設を配置すること。 

イ 足立区の要望書内容（別紙２） 

（ア）協議会の要望を実現すること。 

（イ）開発着手まで、区が暫定利用すること。 

（ウ）開発計画を進めるにあたり区と十分に協議すること。 

（２）綾瀬ゾーンのエリアデザイン計画策定業務委託の入札結果について 

ア 受託業者 

（ア）社名    株式会社エックス都市研究所 

代表取締役 内藤 弘 

（イ）所在地   東京都豊島区高田二丁目１７番２２号 

（ウ）契約期間  平成３１年４月２８日～令和４年３月１１日 

イ 選定方法   指名競争入札 

ウ 業務委託内容 

（ア）まちの現状把握及び分析 

（イ）将来のまちの方向性の検討 

（ウ）区民意見集約 

（３）綾瀬駅東口周辺におけるアンケート結果 

（しょうぶまつり＆世界の食広場 ハト広場会場）

ア 総数 １，４９６件 

（ア）６月１日（土） ７１３件 

（イ）６月２日（日） ７８３件 
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イ 回答者 

（ア）住所   区内在住 ７３．１％  区外在住 １８．５％ 

不明    ８．４％ 

（イ）年齢層 

ウ 各駅の利用状況 

エ 綾瀬駅東口周辺地区の課題だと思うもので、多く選ばれた意見（複

数回答） 

１位 買い物をしたいお店がない     ４２．９％（６４２件）

２位 歩道が狭く歩きにくい       ３８．９％（５８２件）

３位 駅前に人や車等がたまる大きな空間がない 

３３．０％（４９４件）

オ 綾瀬駅東口周辺地区の必要だと思うもので、多く選ばれた意見（複

数回答） 

１位 商業施設・店舗の充実       ５５．３％（８２８件）

２位 歩きやすい歩行環境        ４１．５％（６２１件）

３位 自動車、自転車が安全で快適に通行できる道路 

３０．７％（４６０件）

（４）綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会（第２回）について 

ア 開催日時 平成３１年３月７日（木）午後６時３０分～午後８時 

イ 場所   綾瀬小学校 
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ウ 参加者  地元町会自治会等２９名 

エ 内容 

（ア）「綾瀬ゾーンエリアデザイン」 

綾瀬駅東口周辺地区でのまちづくりの課題と目指すべき方向性

について 

（イ）これまでの地元要望、陳情等について 

（ウ）まちづくりニュース（案）の発行について 

オ 主な意見 

「新たな駅前開発計画の低層階に商業施設を入れるなど地元意見

を取り入れてほしい」や「仮囲いの状態を何とかしてほしい」など

の要望を、協議会から区長に書面で提出したい。 

（５）綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会（第３回）について 

ア 開催日時 令和元年６月５日（水）午後６時３０分～午後８時 

イ 場所   綾瀬小学校 

ウ 参加者  地元町会自治会等２２名 

エ 内容 

（ア）綾瀬駅前開発予定地（綾瀬三丁目４番先）に関する要望書につ

いて 

（イ）住友不動産の現地調査の結果について 

（ウ）しょうぶまつり＆世界の食広場のアンケート速報について 

オ 主な意見  

Ｑ１：協議会内の意見交換を活発にし、具体的なまちづくり計画を

早く作成すべきではないか。 

Ａ１：次回協議会は意見集約のため、ワークショップ形式で開催す

る。 

Ｑ２：住友不動産の駅前開発を待っていては、まちづくりが進まな

い。 

Ａ２：区側から逆提案できるよう検討していく。 

Ｑ３：東口駅前だけではなく、綾瀬地区全体のまちづくりを考えて

ほしい。（意見のみ） 

（６）綾瀬駅東口駅前及び駅周辺のまちづくりにおけるスケジュール 

別紙３のとおり。 

２ 北綾瀬ゾーン 

（１）北綾瀬駅交通広場設置に向けた調査委託 

北綾瀬駅周辺に賑わいを作るために交通広場設置に向けて調査を行う。

ア 期間    令和元年～令和２年 

イ 調査箇所  下図参照 
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ウ 業務内容  現況測量、交通解析、整備案の検討、基本条件の整理

【調査箇所図】 

（２）北綾瀬駅周辺地区まちづくり協議会（第４回）について 

ア 開催日時 平成３１年３月１４日（木）午前１０時～午前１１時 

イ 場所   加平町会会館 

ウ 参加者  地元町会自治会等１５名 

エ 内容 

（ア）しょうぶ沼公園広場改修計画（案）について 

（イ）北綾瀬ゾーンのエリアデザイン計画について 

（ウ）地区まちづくり構想（案）について 

オ 主な質疑 

Ｑ１：にぎわいを誘導すべき区域を広くできないか。 

Ａ１：今後の駅前交通広場の整備場所を考慮しながら、用途地域変

更等の区域取りを検討する。 

Ｑ２：用途地域等を変更する際は説明会を開催するのか。 

Ａ２：都市計画法に基づき説明会を開催するが、変更案はそれより

も前に本協議会や地権者の意見を伺いながら作成していく。 

（３）北綾瀬駅周辺地区まちづくり協議会（第５回）について 

ア 開催日時 令和元年５月１６日（木）午前１０時～午前１１時 

イ 場所   加平町会会館 

ウ 参加者  地元町会自治会等１５名 

エ 内容 

（ア）北綾瀬駅周辺まちづくりニュース（案）について 

（イ）北綾瀬駅周辺まちづくり意識調査票（案）について 

（ウ）しょうぶ沼公園改修工事（第２期）について 

・ 工事期間  令和元年８月から令和２年５月予定（第２期） 

（第１期工事は令和元年５月完了） 

北

綾

瀬

駅 

調査箇所 

環七 

しょうぶ沼公園 
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・ 工事内容  噴水広場の整備（噴水撤去、透水性舗装、トイ

レ撤去・新築等） 

・ 工事範囲  下図参照 

オ 主な質疑 

Ｑ１：新しくできたしょうぶ沼公園側の出入口付近のにぎやかさが

足りない。 

Ａ１：大きな課題として認識している。今後、検討していく。 

カ 今後の予定 

年   月 内   容 

令和元年 9月上旬 まちづくり協議会（第 6回）の開催 

（４）北綾瀬駅周辺におけるアンケート結果 

（しょうぶまつり＆世界の食広場 しょうぶ沼公園会場）

ア 総数 ２,４１９件 

（ア）６月１日（土） １,１９３件 

（イ）６月２日（日） １,２２６件 

イ 回答者 

（ア） 住所   区内在住  ７９.３％  区外在住 １９.６％ 

不明     １.１％ 

（イ） 年齢層   

第１期工事箇所 

【完了】 

少年野球場 

第２期工事箇所 

【予定】 

北綾瀬駅
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ウ 各駅の利用状況 

エ にぎわいあふれるまちに必要なもので、多く選ばれた意見（複数

回答） 

１位 商業施設     ７１．２％（１,７２３件） 

２位 駅前交通広場   ３４．２％（  ８２７件） 

３位 駐車場・駐輪場  ２９．４％（  ７１０件） 

参考 これまでの経緯 

１ 綾瀬ゾーン 

平成２６年 ６月 綾瀬エリアデザイン計画の策定 

平成２６年 ６月 旧こども家庭支援センター跡地の事業公募を開始 

平成２６年１１月 優先交渉権者として東京建物（株）を選定 

平成２７年 ７月 事業の凍結、東京建物（株）と契約しないことを

決定 

平成２７年 ８月 住友不動産（株）が駅前の開発用地（旧マリアー

ジュなど）を取得 

平成２８年 ８月 旧こども家庭支援センター跡地を綾瀬小学校及び

東綾瀬中学校の仮設校舎用地として活用すること

を決定 

平成２９年１１月 あやせ保育園の移転工事着手 

平成３０年 ５月 東綾瀬区民事務所の移転工事着手 

平成３０年 ８月 東綾瀬区民事務所の移転完了、運営開始 

平成３０年 ９月 あやせ保育園移転完了、開園 

平成３０年１１月 綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会設立 

平成３０年１２月 住友不動産㈱の駅前開発が白紙 

平成３１年 ３月 綾瀬駅東口周辺地区まちづくり協議会より駅前開

発用地に関する要望書を区へ提出 

平成３１年 ４月 住友不動産（株）へ地元要望及び暫定利用の要望

を提出 
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２ 北綾瀬ゾーン 

平成２７年 ３月 千代田線北綾瀬駅改良工事に関する施行協定締結 

平成２７年 ７月 千代田線北綾瀬駅改良工事着手 

平成２７年 ９月 北綾瀬駅周辺町会、自治会より「北綾瀬駅前ロー

タリー広場に関する要望書」の提出 

平成２９年 ２月 北綾瀬駅周辺交通環境改善計画地元説明会の開催 

平成２９年１２月 北綾瀬駅周辺地区まちづくり勉強会発足 

平成３０年 ５月 北綾瀬駅周辺地区まちづくり協議会設立 

平成３０年 ６月 北綾瀬ゾーン意識調査実施（しょうぶまつり） 

平成３１年 １月 北綾瀬ゾーンのエリアデザイン計画住民説明会 

平成３１年 １月 北綾瀬ゾーンエリアデザイン計画パブリックコメ

ント（１月２８日～２月２８日） 

平成３１年 ３月 北綾瀬ゾーンエリアデザイン計画策定 

千代田線直通運転開始 

問 題 点

今後の方針

１ 綾瀬ゾーン 

 駅周辺のまちづくりについては、協議会を中心に地域の意向を聞きな

がら検討を進めていく。 

２ 北綾瀬ゾーン 

 北綾瀬駅前交通広場実現に向け、関係者と協議を進めていく。 
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年度

旧こども家庭支援センター
跡地

綾瀬小改築工事

東綾瀬中改築工事

北綾瀬ゾーン
エリアデザイン計画

綾瀬ゾーン
エリアデザイン計画

まちづくり計画

都市計画手続き

綾瀬駅東口駅前及び駅周辺のまちづくりスケジュール

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024年度
（令和６年度）

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(令和元年度)

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

解体工事 仮設校舎建設 綾瀬小仮設利用 東綾瀬中仕様
に改修

東綾瀬中仮設利用

設 計 工 事

設 計 工 事

綾瀬ｿﾞｰﾝｴﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ計画更新

都市計画変
更手続

解体

別紙３

北綾瀬ｿﾞｰﾝｴﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ
計画策定

まちづくり構想 まちづくり計画

都市計画変更内容検討
(用途地域・地区計画等）

●都市計画変更

●建築条例（第二定例会）

1
0



エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 花畑エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

市街地整備室 まちづくり課 

内   容

１ 文教大学東京あだちキャンパスの祝賀会について 

（１）開催日時  平成３１年４月１９日（金）正午～午後１時 

（２）場所    文教大学東京あだちキャンパス予定地 

（３）参加者   ９６名 

区長、両副区長、区議会議員１３名、草加市長、花畑

団地周辺地区まちづくり協議会会長他１名、足立区職員

１５名、草加市職員１名、文教大学関係者３２名、その

他２９名 

２ 文教大学東京あだちキャンパス建設工事の進捗について 

（１）現在の工事の状況 

   新築工事に着工し、現在、教育研究棟の基礎躯体工事及び図書館棟

の掘削工事を行っている。（各棟の位置は次頁配置計画図参照） 

【今後の工事スケジュール】 

教育研究棟 図書館棟 

期 間 工事種類 期 間 工事種類 

平成 31年 4 月～ 杭・掘削工事 令和元年 5月～ 杭工事 

令和 元年 6月～ 基礎躯体工事 令和元年 6月～ 掘削工事 

令和 元年 8月～ 地上躯体工事 令和元年 8月～ 地上躯体工事 

令和 元年 11月～ 外装・内装工事 令和元年 11月～ 外装・内装工事

令和 ２年 5月～ 外構工事 令和 ２年 7 月～ 外構工事 

令和 ２年 11 月 竣工予定 令和 ２年 11 月 竣工予定 

（２）工事状況（６月１２日現在） 
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【配置計画図】 

参考 これまでの経緯 

平成２７年 １月 花畑エリアデザイン計画を策定 

平成２７年 ３月 ＵＲ花畑団地の約 4.7ha の創出用地に文教大学の

進出が決定 

平成２７年 ９月 文教大学が用地を取得 

平成２８年 ３月 ＡＢ街区間廃道敷地を文教大学に売却 

平成２９年 ６月 文教大学と包括的な連携協力に関する基本協定を

締結 

平成２９年 ８月 特別区長会より、地方創生担当大臣と文部科学大

臣に対し、東京２３区の大学の新増設抑制、地方

移転に関する要望書を提出 

平成２９年 ９月 大学の設置等に係る許可基準の一部を改正する告

示の施行について文部科学省が通知 

平成３０年 ３月 文教大学の理事会にて「東京あだちキャンパス」

の名称が正式に決定 

平成３０年１２月 文教大学東京あだちキャンパス工事説明会 

平成３１年 ４月 文教大学東京あだちキャンパス建設工事着手 

問 題 点

今後の方針

 文教大学の建設及び予定どおりの開設に向けて、関係所管と綿密に協力

していく。 

教育・研究棟 

講堂 

図書館棟 体育館 

食堂・厚生棟 
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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 江北エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名

エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

資産管理部 資産管理課、資産活用担当課 

衛生部 衛生管理課 

市街地整備室 まちづくり課 

内   容

１ 東京女子医科大学(仮称)東医療センターの祝賀会について 

（１）開催日時  平成３１年３月１０日(日)午前１０時２０分～ 

（２）場所    東京女子医科大学(仮称)東医療センター移転予定地 

（３）参加者   １１３名 

区長、両副区長、衆議院議員２名、都議会議員６名、

区議会議員１２名、江北地区町会・自治会連絡協議会会

長他６名、東京女子医科大学・東京女子医科大学東医療セ

ンター関係者４３名、その他４０名 

２ 江北駅から新病院名への駅名改称の取組みについて 

江北エリアでは、（仮）東京女子医科大学附属足立医療センターを核と

したまちづくりを進めている。日暮里舎人ライナ―「江北駅」の駅名改

称の取組み状況について、現在の東京都交通局との協議状況及び今後の

進め方を報告する。 

（１）駅名改称の目的 

ア 大学病院誘致の基本方針 

イ 大学病院を核としたまちづくり 

ウ 足立区のイメージアップと認知度向上 

エ 案内サインの充実 

（２）駅名表示案 

・ 正式駅名に民間施設はつけることができない。 

・ 駅名及び＜  ＞内副駅名は７文字程度以内（別紙参照） 

（３）駅名改称経費 

正式駅名改称経費及び副駅名経費２０年間分 

合 計  ２億円余 

※ 現在２億円以下となるよう協議中。 

※ 足立区及び東京女子医科大学の土地賃貸借契約（２０年間）と

あわせ、認知状況を考慮し、２０年後改めて、＜  ＞の副駅名

足立医療センター 

＜東京女子医大附属＞ 
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について検討する。 

（４）時期・手続き 

令和元年秋頃 地元合意のもと足立区から東京都へ駅名改称の依頼 

令和２年春  東京都交通局と経費の上限設定などの協定締結 

令和４年春  駅名改称 

３ 旧江北桜中学校跡地を活用した(仮称)江北健康づくりセンターの整備

について 

（１）新施設建設の目的 

「健康づくり」をテーマとした江北エリアデザイン計画を推進する

ための拠点として、以下のコンセプトで整備する。 

ア 東京女子医科大学（仮称）東医療センターの移転を機に、江北保

健センターと大学病院との連携事業に取組み、衛生行政のさらなる

推進を図る。 

イ 高齢者が安心して暮らし続けられるよう、医療と介護の連携体制

を強化する。 

（２）整備予定地 

   旧江北桜中学校跡地  住所：足立区江北五丁目１４番１号 

              面積：7,666 ㎡ 

（３）新施設の機能 

ア 江北保健センター 

（ア）東京女子医科大学と連携して患者会への支援や健康教室を開催

する。 

・極小未熟児やがん治療経験者などの患者会の支援 

・最前線のがん治療等の講演会 

  （イ）健康啓発・協創エリアを設置する。 

・多様な主体による情報発信 

・体組成や血圧が自主的に計測でき、民間企業と区民及び利用者

同士が交流できる場 

イ 休日応急診療所 

ウ （仮称）医療介護連携センター 【詳細は備考参照】 

エ 子育てサロン上沼田（上沼田保育園内子育てサロンを移設） 

    子育て中の親子どうしの交流を通じて、子育ての不安や負担を和

らげるとともに、相談や指導が必要なケースについて、保健センタ

ーとの連携を強化する。また、専用出入口の設置により土日曜日も

開設し、就労世帯や父親等の利用者拡大を図る。 

※その他、施設想定利用者数に見合った駐車場を整備する。 

【備考】（仮称）医療介護連携センターの概要は以下のとおり 

機能１ 医療・介護連携機能 

医療・介護連携に必要な情報の収集や提供を行う在宅療養支
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援窓口（本庁舎窓口を移転）を中心に、在宅医療・介護連携、

困難ケース対応など、医療機関、介護事業者、地域包括支援セ

ンターへの支援機能（例：基幹地域包括支援センター、高齢福

祉課 高齢援護係など）を集約し強化する。 

機能２ 研修機能 

医療・介護にかかる研修を体系的に実施することで、高齢者

を支えるための人材の確保・育成を行う。 

【想定している研修】 

・多職種連携研修・医療・介護スキルアップ研修 

・介護職員研修・生活支援サポーター養成研修 など 

現時点での各機能の想定床面積 

名称 想定床面積 参考：竹の塚※１ 参考：江北※２

江北保健センター 2,550 ㎡ 2,476 ㎡ 1,495 ㎡

休日応急診療所 110 ㎡ 125 ㎡ 68 ㎡

（仮称）医療介護連

携センター 

1,750 ㎡ 今回新設 

子育てサロン上沼田 100 ㎡ 現在上沼田保育園にて 60 ㎡で運営 

※１ 竹の塚保健センター（平成 16 年建設） 

※２ 江北保健センター（昭和 57 年建設） 

なお、各機能の床面積は、具体的な運営内容に合わせ、基本設計、実施

設計の中で検討していく。 

（４）建設する上での制限 

  保健所以外の公共施設については、おしべ通り沿いの用途地域（第一

種住居地域）にしか建設できない。 

このため、敷地西側（おしべ通り沿い）に施設を建設し、敷地東側を

駐車場として整備する（敷地面積 7,666 ㎡の半分程度を想定）。 

（５）課題等 

ア 足立区公共施設等総合管理計画の考え方を踏まえながら施設設計

等を進めていく。 

イ 新施設の名称や愛称及び現在の江北保健センター（足立区西新井

本町二丁目３０番４０号）の跡地活用については、今後の検討課題

とする。 

（６）スケジュール（予定） 

令和元年 ６月～ 施設設計委託契約手続き（６月補正予算計上） 

令和元年 ９月～ 基本設計、実施設計（約１４か月） 

令和２年度中   旧江北桜中学校解体工事 

令和２年１２月  建設工事契約議案提出 

令和３年 １月～ 新築工事着手 

令和４年度中   竣工・開設 
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４ 江北地区まちづくり連絡会（第６回）について 

（１）開催日時 平成３１年３月１４日（木）午後６時３０分～午後８時 

（２）場所   江北地域学習センター 

（３）参加者  地元町会自治会等１５名 

（４）内容 

ア 東京女子医科大学(仮称)東医療センター移転事業について 

イ 病院移転地周辺の交通管理者（警視庁）との協議結果 

ウ (仮称)東医療センターまでのバス交通（検討中路線） 

（５）主な質疑 

Ｑ１：東京女子医科大学の建設工事について、同じマンションの住民

に詳細を説明したいので、スクリーンに映した説明資料を提供

してほしい。 

Ａ１：資料の提供は可能であるが、大学側の内部確認を取った上で、

回答する（５月提供済）。 

Ｑ２：上沼田第六公園のロータリーにバス路線の本数がかなり増える

と思うがピークの時間帯は何時頃を想定しているか。 

Ａ２：具体的なダイヤや運行本数は協議中なので、バスの運行本数は

未定である。病院の開院時間がピークになると想定している。

詳細が決まった段階で、説明する。 

５ 東京女子医科大学東医療センター整備及び運営等協議会（第３回） 

（１）開催日時等 

ア 開催日時 平成３１年３月２５日（月）午後７時３０分から 

イ 場所   本庁舎 １３階 大会議室Ａ 

（２）議題 

ア 東医療センター移転事業の進捗状況について（東京女子医科大学）

（ア）工事請負業者の決定及び起工式について 

（イ）今後のスケジュールについて 

イ 東医療センター整備の進捗状況について（足立区） 

（ア）これまでの経緯について 

（イ）大学病院施設等の整備費に対する補助金の交付について 

（ウ）病院移転地周辺の環境整備について 

ウ 東医療センターと地域医療との連携に関して（足立区医師会） 

エ 全体を通しての意見交換 

（３）参加委員  １６名 

ア 足立区医師会      ２名 

イ 東京都足立区歯科医師会  ２名 

ウ 足立区薬剤師会     ２名 

エ 地域住民の代表     ２名 
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オ 東京女子医科大学    ４名 

カ 長谷川副区長（協議会会長）、工藤副区長、政策経営部長、衛生

部長 

（４）主な意見等 

ア 新病院建設に伴う周辺道路の整備、無電柱化（電柱の地中化）の

実現等について、大胆に進めていってほしいと前回同様に区への力

強いエールがあった。（区民代表） 

イ 地域医療の連携について、「足立区における病院整備の基本方針」

にある「区民が安心できる地域医療の充実」の５つの機能（救急医

療・災害時医療・周産期・小児医療・がん診療）を中心に、現場の

医師同士が話し合い、情報共有できる場の創出を求める意見があっ

た。（医師会等） 

６ 東京女子医科大学(仮称)東医療センター建設工事の進捗状況について 

（１）現在の工事の状況 

新築工事に着工し、現在、山留工事を行っている。（各棟の位置は次

頁配置計画図参照） 

【今後の工事スケジュール】 

病院棟 学校・寮棟 

期 間 工事種類 期 間 工事種類 

令和元年 6月～ 山留・杭他工事 令和元年 7月～ 山留・杭他工事

令和元年 10 月～ 地下躯体工事 令和２年 3月～ 地下躯体工事 

令和２年 4月～ 地上躯体工事 令和２年 6月～ 地上躯体工事 

令和２年 6月～ 外装・内装工事 令和２年 8月～ 外装・内装工事

令和３年 2月～ 外構工事 令和２年 2月～ 外構工事 

令和３年 7月 竣工予定 令和３年 7月 竣工予定 

（２）工事状況（６月末現在） 

【事務所設置完了状況】       【山留杭打設状況】 
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【配置計画図】 

参考 これまでの経緯

平成２７年 ４月 東京女子医科大学東医療センター移転の覚書締結 

平成２７年 ６月 足立区議会大学病院誘致促進議員連盟の設立 

平成２８年 ３月 足立区大学病院施設等整備基金条例の制定、同時

に積立金６０億円計上 

平成２９年 ３月 大学病院施設等整備基金積立金５０億円計上 

平成２９年 ３月 足立区における病院整備の基本方針を策定 

平成２９年 ４月 東京女子医科大学東医療センターの建設及び運営

等に関する覚書を締結 

平成２９年 ９月 東京都より、江北四丁目２１～２３番地について、

土地活用の意向照会 

平成２９年 ９月 足立区から東京都へ大学病院用地、区立小学校及

び公園用地として活用の意向があることを要望 

平成２９年１２月 江北三・四丁目地区地区計画、江北平成公園、上

沼田東公園の都市計画の変更 

平成２９年１２月 大学病院施設等整備基金積立金１０億円計上 

平成３０年 ２月 江北四丁目２２、２３番地の地下埋設コンクリー

ト構造物等撤去工事完了 
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平成３０年 ３月 東京都と江北四丁目２２、２３番地について、土

地売買仮契約の取り交わし 

平成３０年 ７月 東京都と江北四丁目２２、２３番地について、土

地売買契約を締結 

平成３０年 ７月 足立区が江北四丁目２２、２３番地について、土

地所有権を取得 

平成３０年 ８月 足立区及び足立区議会大学病院誘致促進議員連盟

より、東京女子医科大学に対し、東京女子医科大

学東医療センター移転に伴う新病院の名称変更に

関する要望書を提出 

平成３０年１０月 東京都と江北四丁目２１番地について、土地売買

契約を締結及び土地所有権を取得 

平成３０年１１月 江北エリアデザイン計画の策定 

平成３０年１２月 東京女子医科大学東医療センターの建設及び運営

等に関する基本協定を締結 

平成３１年 ３月 東京女子医科大学（仮称）東医療センター工事説

明会 

平成３１年 ３月 東京女子医科大学（仮称）東医療センターの建設

工事着手 

問 題 点

今後の方針

東京女子医科大学(仮称)東医療センターの予定どおりの開設に向けて、

関係所管と綿密に協力していく。 
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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 六町エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

資産管理部 資産活用担当課 

内   容

１ 六町駅前区有地の取組み状況について

（１）土壌汚染の状況 

別紙に示す駅前区有地に対する平成３１年２月５日付、都から通知

された土壌汚染の状況は以下のとおりである。 

表１ 土壌汚染調査結果 

調査深度 

（GL-ｍ） 
ふっ素溶出量 ふっ素地下水 

0～0.5 基準値を若干超過 

基準値を若干超過 1 基準値内 

2 基準値内 

※基準値：0.8mg/L 

（２）都の土壌汚染対策の見通し 

年度

項目 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1

  土壌汚染対策
　水質汚染対策

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

※１ 土壌汚染対策法による形質変更時要届出区域※２の指定解除をする

ためのモニタリング調査は、汚染土壌掘削除去工事後、１年に４回

以上定期的に地下水を採取し、地下水汚染が生じていない状態が２

年間継続することを確認する必要がある。なお、基準値の超過が認

められた場合は、改めてその時点から２年間の継続調査が必要とな

る。 

※２ 形質変更時要届出区域は、人の健康への被害が生じる可能性があ

るとはいえない区域。直ちに汚染除却等の措置の必要は無いが、土

地の形質変更を行う場合は、汚染の拡散を防止するため都道府県知

事等に事前に届出を行うとともに、施行方法について一定の制限を

守る必要がある。 

表２ 六町駅前区有地の取組みスケジュール（案）

モニタリング期間 2 ヵ年以上※1 対策工事 

指定

解除 

21



（３）公募事業の実施時期について 

上記表２に示すとおり、当該地の指定が解除されることを前提に公

募事業を実施する必要がある。ついては、都と綿密に調整を図り、モ

ニタリング調査の状況を踏まえながら、公募条件や要領の作成時期を

見極めていく。 

参考 これまでの経緯 

平成２８年 ２月 六町駅前区有地に関するサウンディング型市場調査

を実施（１０者が参加） 

平成２８年 ５月 区民説明会（１回）加平小学校 

街頭説明会（２回）六町駅改札口横及び保塚地域学

習センター 

平成２８年 ９月 六町エリアデザイン計画案パブリックコメントの実

施（１０月１７日まで） 

区民説明会（２回）加平小学校 

平成２８年１２月 六町エリアデザイン計画を策定 

平成２９年 ３月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第一回） 

平成２９年 ６月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第二回） 

平成２９年 ９月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第三回） 

平成２９年１２月 ワークショップの開催（町会関係者） 

平成３０年 １月 ワークショップの開催（ＰＴＡ、地元商店会等） 

平成３０年 ２月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第四回） 

平成３０年 ８月 六町駅前安全安心ステーション設置に向けた基本的

な考え方（案）を策定 

平成３０年 ８月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第五回） 

平成３０年１０月 防犯・防災活動拠点整備検討会議（第六回） 

問 題 点

今後の方針
 駅前区有地の事業者公募の実施に向け、庁内連携に取り組んでいく。 
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六町駅前区有地換地受領状況 

換地指定      予定数量  ３，６４１．５５㎡ 

            （うち受領済 ３，０２０．００㎡）

未受領地              ６２０．５５㎡ 

土壌汚染地（未受領のうち）    約１００．００㎡ 

区立 

六町公園

区営有料六町駅 

自転車駐車場 

補助第 140 号線

住居表示：六町 4-1

別紙

N
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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 千住エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

市街地整備室 千住地区まちづくり担当課 

内   容

１ 北千住駅東口周辺地区まちづくり連絡会（第６３回）について

（１）開催日時 平成３１年３月１５日（金） 

午後７時～午後８時１０分 

（２）場所   東京電機大学東京千住アネックス 

（３）参加者  地元町会自治会１１名、商店街９名、 

再開発準備組合１名、近隣学校２名 

（４）内容 

ア 北千住駅東口周辺地区のまちづくりについて 

・アンケート及び交通量調査の結果報告 

イ 耐震助成制度の内容と活用方法について（建築安全課） 

ウ 東京電機大学からの報告 

・入学式実施について 

（５）主な質疑 

Ｑ１：アンケート調査の結果はどのように活用するのか。 

Ａ１：まちづくりの方針を検討していくための一つの材料である。 

Ｑ２：交通量調査は時間別に分析は行っているのか。 

Ａ２：１５分ごとに分析を行っている。 

２ 北千住駅東口周辺地区まちづくりだよりについて（別添資料千住関連）

（１）配布枚数  約８,０００部 

（２）対象者   北千住駅周辺地区まちづくり構想の対象地域内（千住

旭町・日ノ出町・柳原二丁目・千住五丁目一部）の 

居住者及びテナント賃借人 

（３）配布方法  全戸ポスティングで配布 

（４）内容    アンケート及び交通量調査の結果報告 

３ 北千住駅東口周辺地区のアンケート調査から浮き彫りになった問題点

や要望について 

（１）区域内居住者のアンケート調査結果 

ア まちづくりに対する参加の考え 

・何らかの方法で積極的に参加したい  （45.3％ 583 件） 

・協力を求められれば参加したい    （37.7％ 486 件） 
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イ 居住者が望む将来の北千住駅東口周辺地区のイメージ 

（ア）買い物 

・「買い物がしやすい」まちを希望   （37.9％ 488 件） 

・日常買い物ができる商業施設を整備してほしい 

（駅前地区    36.3％ 469 件） 

（学園通り商店街 42.4％ 547 件） 

（イ）防犯 

・「犯罪が少ない」まちを希望（37.7％ 486 件） 

※過去のアンケート調査で防犯対策に問題を感じている割合平

成１８年度 （3.9％ 39 件） 

（ウ）災害 

・「災害に強い」まちを希望（33.6％ 433 件） 

・洪水など自然災害に対する安全性への満足度（-42 ポイント） 

・火災の発生や延焼に対する安全性への満足度（-37 ポイント） 

※対象地域内における燃えやすい建物（防火造・木造）の割合

平成２８年度約 68％（平成１８年度約 80％） 

※過去のアンケート調査で防災対策に問題を感じている割合 

平成１８年度 （6.1％ 61 件） 

（エ）高齢者 

・「高齢者が生活しやすい」まちを希望（23.8％ 307 件） 

・高齢者等が生活しやすいように交流の場や介護施設・病院を 

整備してほしい     （駅前地区  10.8％ 140 件） 

（既存住宅地 31.1％ 401 件） 

※高齢化率（６５歳以上の人口割合） 足立区全域 24.8％ 

対象区域内 29.9％ 

ウ その他 

・鉄道の利用しやすさに対する満足度   （+87 ポイント） 

・荒川や公園などの自然に対する満足度  （+51 ポイント） 

・このままでよいと回答   （駅前地区  5.2％ 68 件） 

（既存住宅地 4.1％ 53 件） 

（２）区域外居住者及び来街者のアンケート調査結果 

ア 北千住駅に行く目的    

・買物 （区域外 80.8％ 379 件） 

（来街者 71.4％ 495 件） 

・食事 （区域外 54.6％ 256 件） 

       （来街者 46.0％ 319 件）     
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イ 買い物 

・日常の買い物ができる商業施設を充実してほしい 

（区域外 40.4％ 243 件） 

（来街者 48.6％ 440 件） 

ウ 道路 

・歩道と車道を分けた道路を整備してほしい 

（区域外 30.0％ 180 件） 

（来街者 29.7％ 269 件） 

・道路を拡幅整備してほしい 

（区域外 28.1％ 169 件） 

（来街者 24.0％ 217 件） 

※駅前道路の歩行者交通量（１２時間、午前７時～午後７時） 

平日約１３％増加  平成２４年度 約３０,０００人 

平成３０年度 約３４,０００人 

休日約４２％増加  平成２４年度 約１９,０００人 

平成３０年度 約２７,０００人 

４ 平成２０年度「北千住駅東口周辺地区まちづくり構想」変更後の社会

状況の変化と区上位計画の改定について 

（１）社会状況の変化 

ア 東日本大震災の影響と災害対策への意識向上 

・地震に強いまちの形成 

・駅前滞留者対策の充実 

イ 水害に対する意識の向上 

・洪水ハザードマップの作成（荒川決壊時の最大浸水深は５ｍ以上、

 浸水継続時間は２週間以上） 

・タイムラインの作成 

ウ 東京電機大学進出 

・平成２４年４月開学 

その後、５号館を開設。現在約６,５００名の学生が通学。 

エ 都市計画道路の整備 

・平成２４年３月区画街路第１２号線（駅前広場・道路）供用開始 

（２）区上位計画の改定 

ア 足立区基本構想（平成 28 年 10 月） 

・協創によるまちづくりの推進 

イ 足立区基本計画（平成 29 年 2 月） 

ウ 足立区都市計画マスタープラン（平成 29 年 10 月） 

エ 足立区地区環境整備計画（平成 30 年 3 月） 
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５ 北千住駅東口周辺地区の今後の取り組み方針 

今回の調査から下記の課題が浮き彫りになったことから、平成２０

年度に変更したまちづくり構想に、これらの新たな視点を加えた変更

を行う。 

（１）新たに追加すべき内容 

ア 犯罪が起こりにくい安全なまちの形成 

イ 大規模水害から命を守る安全なまちの形成 

ウ 駅前の歩行空間の確保及び駅前の顔づくりによる活性化 

エ 超高齢・人口減少社会への対応方策 

オ ＵＲ都市機構（日の出町団地）の建替え 

（２）加筆すべき内容 

ア 協働・協創のまちづくりの推進      

イ 飲食店テナントだけでなく、日常買い物ができる商業施設の誘導 

ウ 建替え促進による不燃領域率の向上方策 

エ 地震や火災等の災害に強いまちの形成         

オ 大学連携のさらなる強化 

６ 北千住駅東口周辺地区の今後のスケジュール（予定） 

時 期 内    容 

令和 

元年 

夏頃 まちづくり構想変更素案の作成 

秋頃 まちづくり構想変更案のパブリックコメント実施 

まちづくり構想変更案の地元住民説明会開催 

７ 千住大川端地区（Ａ工区）開発推進連絡会について 

（１）開催日時 

平成３１年４月１７日（水）午前９時５０分～午前１０時５０分 

（２）場所 

本庁舎 ８階 庁議室 

（３）出席者 

東京製鐵㈱４名、岡田商事２名、東武鉄道㈱４名、足立区 工藤副区

長ほか７名 

（４）主な議事内容 

ア これまでの主な協議事項の確認（経過確認） 

イ 今後の進め方について 

ウ 周辺小学校の進学状況 
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参考 これまでの経緯

１ 千住一丁目再開発 

  平成２６年 ６月 千住一丁目地区第一種市街地再開発準備組合設立 

 平成２７年 ７月 都市計画決定 

 平成２８年 ４月 組合設立認可 

 平成２８年１２月 権利変換計画認可 

 平成２９年 １月 除却工事着手 

 平成２９年１０月 除却工事完了 

平成２９年１１月 工事着手 

平成３０年 ３月 再開発組合が千住一丁目町会、千住二丁目町会及

び千住本町商店街振興組合と風環境、多目的室利

用に関する覚書を締結 

２ 千住大橋地区 

平成１８年 ３月 住宅市街地総合整備事業開始 

平成２４年 ４月 千住大橋さくら公園開園 

平成２６年 ２月 駅前広場完成 

平成２６年 ４月 ポンテポルタ開業 

平成２８年１２月 千寿小学校仮校舎建設 

平成２９年 ３月 隅田川スーパー堤防全面開放 

３ 北千住駅東口再開発 

平成２８年 ８月 北千住駅東口地区市街地再開発準備組合設立(南

地区） 

平成２９年 ８月 北千住駅前地区市街地再開発準備組合設立（北地

区） 

問 題 点 

今後の方針 
 再開発等の進捗状況を注視していく。 
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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 竹の塚エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

鉄道立体推進室 竹の塚整備推進課、鉄道関連事業担当課 

内   容

１ 竹の塚エリアデザイン計画策定業務委託の入札結果について 

（１）受託業者 

ア 社名    ランドブレイン株式会社 

代表取締役 吉武 祐一 

イ 所在地   東京千代田区平河町一丁目２番１０号 

ウ 契約期間  平成３１年４月２７日～令和３年３月１２日 

（２）選定方法   指名競争入札 

（３）業務委託内容 

ア まちの現状把握及び分析 

イ 将来のまちの方向性の検討 

ウ 区民意見集約 

２ 区画街路第１４号線の進捗状況について（別紙） 

（１）用地２件取得（総用地数 ２１件、残り ５件） 

取得面積率 約９０％（駅前広場東武鉄道用地除く） 

（２）今後の進め方 

西口駅前広場の整備時期を考慮しながら、丁寧に用地交渉を行う

とともに、収用手続きも視野に入れ、令和２年度末を目途に取得を

進める。 

３ 竹ノ塚駅付近鉄道高架化促進連絡協議会理事会の開催について 

（１）開催日  平成３１年４月１６日（火） 

（２）場所   本庁舎 ８階 特別会議室 

（３）主な内容 

ア 竹ノ塚駅付近連続立体交差事業の事業認可（変更）について 

イ 鉄道高架化工事の進捗状況について 

ウ 今年度の予定について 
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参考 これまでの経緯 

１ 竹ノ塚駅付近鉄道高架化 

  平成２３年 ３月 都市計画決定 

  平成２３年１２月 事業認可 

 平成２４年１１月 工事着手 

 平成２８年 ５月 下り急行線高架化 

 平成３１年 １月 事業認可変更（期間延伸） 

２ まちづくりについて 

 平成２０年１２月 竹ノ塚駅周辺地区まちづくり構想策定 

 平成２３年 ３月 区画街路第１４号線及び東口駅前広場 

都市計画決定 

 平成２３年１２月 区画街路第１４号線事業認可 

平成２６年 ３月 竹ノ塚駅周辺地区（中央ブロック） 

地区まちづくり計画策定 

平成２７年 ３月 区画街路第１４号線事業認可変更 

（期間延伸） 

平成２７年 ３月 竹ノ塚駅周辺地区（中央ブロック） 

地区計画（素案）説明会（１回目） 

平成２９年 ３月 区画街路第１４号線事業認可変更 

（区域変更、期間延伸） 

平成２９年 ３月 竹ノ塚駅周辺地区（中央ブロック） 

地区計画（素案）説明会（２回目） 

平成２９年 ７月 竹ノ塚駅中央地区地区計画（原案）説明会 

平成２９年１１月 竹ノ塚駅中央地区地区計画決定・告示 

平成３１年 ２月 竹ノ塚駅周辺エリア都市再生検討会トップ会議 

問 題 点

今後の方針

１ 鉄道事業者との連携や国・都の積極的な協力を得て、早期の完成を目指す。

２ 着実な事業の進捗に向けて、国庫補助金等の財源確保に努める。 
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今後買収予定箇所
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線

区画街路第14号線用地取得状況 別紙
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エリアデザイン調査特別委員会 報告資料 

令和元年７月１日 

件   名 西新井・梅島エリアデザインの取組み状況について 

所管部課名
エリアデザイン推進室 エリアデザイン計画担当課 

市街地整備室 まちづくり課、中部地区まちづくり担当課 

内   容

１ 東武鉄道との検討会の開催状況について 

（１）メンバー 

ア 東武鉄道㈱ 生活サービス創造本部アセット戦略担当部長 ほか 

イ 足立区 市街地整備室長 ほか 

（２）開催日 平成３１年１月２５日、２月７日、３月６日、４月２５日 

令和元年６月１１日 

（３）主な検討事項 

ア 駅東西の往来の利便性向上に係る事項 

イ 西口交通広場整備、及び東西駅ビル改修等に係る事項 

ウ 東武鉄道、足立区及び足立区土地開発公社が各々所有する土地の

有効活用に係る事項 

（４）西口駅ビル（東武ストアが入居していた箇所）の解体工事について 

令和元年７月着手予定 

（５）今後の予定 

年 月 内 容 

令和元年８月頃 検討会（第 6回）の開催 

２ 西新井駅東口周辺地区まちづくり協議会の開催について 

平成３０年度に計３回のまちづくり勉強会を開催してきたが、今後は

まちづくり協議会を設立し進めていく。令和元年７月開催予定。 
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３ 西新井・梅島エリアデザイン計画について 

（１）説明会の実施について 

まちの現状やまちの将来像についての意見を募るため、説明会を実

施する。説明会で展示するパネルは別添資料西新井・梅島関連を参照。

ア オープンハウス型説明会（街頭説明会） 

（ア）開催日時（予定） ７月１９日（金） 午後３時～午後８時 

７月２７日（土） 午前１１時～午後４時 

（イ）場所（予定）   梅島駅、西新井駅 

イ 住民説明会 

（ア）開催日時（予定） ８月２９日（木） 午後７時～午後８時 

（イ）場所（予定）   こども支援センターげんき 

（２）今後の予定 

令和元年 ７月 オープンハウス型説明会（街頭説明会） 

８月 住民説明会 

１２月 エリアデザイン計画（案）の策定 

    住民説明会 

パブリックコメントの実施 

令和２年 ３月 エリアデザイン計画策定 

４ 梅田八丁目アパート創出用地について 

創出用地の取得に向けて、別紙のとおり東京都住宅政策本部へ要望書

を提出する。 

（１）土地概要 

ア 位置    足立区梅田八丁目４３０番 

イ 土地面積  約６，３００㎡ （測量未実施） 

（２）取得目的 

梅田図書館等の老朽化した周辺公共施設の再配置及び南北線の整備

に活用するため。

（３）経緯 

年 月 内 容 

平成２０年度～ 都営梅田八丁目アパート建替事業着手 

平成２９年 ７月 創出用地部分の建物解体、建替事業完了 

平成３１年 ３月 東京都第六建設事務所が創出用地部分を仮設

庁舎として使用するため、住民説明会を開催 

平成３１年 ４月 仮設庁舎の建設工事に着手 

令和 ３年 ３月 仮設庁舎使用期間を終了し、更地化（予定） 
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（４）今後の課題 

ア 創出用地及び再配置施設跡地の具体計画の策定 

イ 土地取得に向けた東京都との調整 

ウ 南北線の取扱い 

参考 これまでの経緯等 

１ 西新井駅周辺について 

  平成２７年 １月 西口駅前広場の都市計画変更 

  平成２８年 ２月 東西自由通路について、東武鉄道、イオンリテー

ル及び区の三者で勉強会を開始（現在休止） 

  平成３０年 ４月 既存通路活用案で協議を継続することを決定 

２ 都市基盤について 

  昭和３２年１２月 西新井公園の都市計画決定 

  昭和４１年 ７月 補助第２５５号線の都市計画決定 

３ 都営梅田八丁目団地について 

  平成２０年度   建て替え工事着手 

  平成２９年７月  既存建物（創出用地）の解体完了 

４ 事業中の都市基盤 

  ・主要区画道路②  令和２年度完了予定 

  ・補助第１３８号線 令和３年度完了予定 

問 題 点

今後の方針

１ 西新井駅西口駅ビル建替え等について、検討会の開催等により東武鉄

道との調整を継続する。 

２ 西新井駅東口周辺地区のまちづくり計画策定のため、協議会運営の準

備を行う。 
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３１足政エ○○第○号

令 和 元 年 ○ 月 ○ 日

東京都住宅政策本部 

本部長 榎本 雅人  様 

足立区長 近藤やよい

都営梅田八丁目アパート創出用地の取得について（要望） 

日頃より足立区政にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

足立区では、大規模用地等の活用を図ることで、地域の活性化や区のイメージアップ

につなげる「エリアデザイン」の取組みを進めており、今年度、西新井・梅島エリアの

まちの将来像を掲げたエリアデザイン計画を策定する予定です。

都営梅田八丁目アパートにつきましては、平成２９年８月、都営住宅建替事業により

旧住宅棟の解体工事が完了し、今後、足立区梅田八丁目１３番地の一部に約６，３００

㎡（別添位置図）の用地が創出されると伺っております。

足立区としては、老朽化した周辺公共施設の集約等に活用するため、当該用地の取得

を希望いたします。

何卒、特段のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。

担当

足立区 政策経営部 

経営戦略推進担当課長 勝田 健児

〒120-8510 足立区中央本町１－１７－１南館９階
℡ 03(3880)5812（直通） FAX 03(3880)5610 
E-mail:katsuta-kenji413@city.adachi.tokyo.jp 

（案）

別 紙 
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位置図 

別添位置図 

公共施設用地 

約5,300㎡ 

南北線用地 

約1,000㎡ 

梅田亀田 

公園 

都営 
梅田八丁目アパート 

創出用地 

約6,300㎡ 

南
北
線
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